
令 和 ２ 年 ５ 月 ７ 日 

  公益社団・財団法人 代表者 殿 

  内閣府大臣官房公益法人行政担当室長 

感染症の拡大防止に向けた「「新しい生活様式」の実践例」等 

について（周知） 

平素より公益活動の推進に御尽力されていることに敬意を表します。 

５月４日、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議において「新型コロナウ

イルス感染症対策の状況分析・提言」（下記参考１及び別紙１参照。以下単に「提

言」という。）が示されたところです。 

提言においては、「長丁場に備え、感染拡大を予防する新しい生活様式に移行

していく必要がある」とされ、「「新しい生活様式」の実践例」が示されました。 

また、同日、新型コロナウイルス感染症対策本部において「新型コロナウイル

ス感染症対策の基本的対処方針」（下記参考２及び別紙２参照）が変更され、「事

業者及び関係団体は・・・業種や施設の種別ごとにガイドラインを作成するなど、

自主的な感染防止のための取組を進める」とされているところです。 

つきましては、貴法人におかれましても、「「新しい生活様式」の実践例」を

御了知いただき、各種の感染症の拡大防止に役立てていただきますようお願い

申し上げます。また、関係する法人におかれましては、下記参考２及び別紙２を

御確認いただき、ガイドラインの作成等必要に応じた取組みを進めていただく

よう、お願い申し上げます。 

【参考１】「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（2020年５月４日） 

※厚生労働省 HP

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00093.html 

【参考２】新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

※内閣官房 HP

https://corona.go.jp/news/news_20200411_53.html 

以 上 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00093.html
https://corona.go.jp/news/news_20200411_53.html


（別紙１） 



（参考１） 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年５月４日変更）（抜粋） 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 
（１）まん延防止

３）施設の使用制限等（前述した催物（イベント等）の開催制限、後述する学校等を
除く）

③ 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、５月４日専門家会議の提
言を参考に、業種や施設の種別ごとにガイドラインを作成するなど、自主的な感
染防止のための取組を進めることとし、政府は、専門家の知見を踏まえ、関係団
体等に必要な情報提供や助言を行うこととする。

（参考２） 

新型コロナウイルス感染症対策本部（第３３回）（令和２年５月４日変更）における 
安倍総理発言（抜粋） 

 …本日、諮問委員会からも御賛同いただき、４月７日に宣言いたしました緊急事態措置
の実施期間を、５月の３１日まで延長することといたします。実施区域は、全都道府県で
あり、現在の枠組みに変更はありません。ただし、今から１０日後の５月１４日を目途
に、専門家の皆様に、その時点での状況を改めて評価をしていただきたいと考えていま
す。その際、地域ごとの感染者数の動向、医療提供体制のひっ迫状況などを詳細に分析を
していただき、可能であると判断すれば、期間満了を待つことなく、緊急事態を解除する

考えであります。 
１３の特定警戒都道府県では、引き続き、極力８割の接触削減に向けた、これまでと同

様の取組をしていただく必要があります。一方で、それ以外の県においては、感染拡大の
防止と社会経済活動の維持との両立に配慮した取組に、段階的に移行することをお願いい
たします。 
例えば、これまでクラスターの発生が見られず、３つの密を回避できる施設について

は、感染防止対策を徹底した上で、各県における休業要請の解除や緩和を検討していただ
きたいと思います。 
なお、国民の皆様におかれましては、まん延防止の観点から、引き続き、不要不急の帰

省や旅行など、都道府県をまたいだ移動は極力避けるようにお願いいたします。 
この後の記者会見で、国民の皆様に改めて私から御説明いたしますが、これからの１か

月は緊急事態の収束のための１か月であり、次なるステップに向けた準備期間でありま
す。専門家の皆様からは、今後、この感染症が長丁場になることも見据え、感染拡大を予

防する新たな生活様式を御提案いただきました。様々な商店やレストランの営業、文化施
設、比較的小規模なイベントの開催などは、この新しい生活様式を参考に、人と人との距
離をとるなど、感染防止策を十分に講じていただいた上で、実施していただきたいと考え
ています。今後２週間をめどに、業態ごとに、専門家の皆さんにも御協力いただきなが
ら、事業活動を本格化していただくための、より詳細な感染予防策のガイドラインを策定
してまいります。 

（別紙２） 
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